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NTT東日本ではビジネスユーザ事

業推進本部e-Japan推進部と、17支

店e-Japan推進室などで連携した電

子自治体ビジネスを推進している。

地域密着企業として、どのIT企業よ

りも多くの社員を各地に配置し、地

域の特徴、課題を熟知し、さらに社

員は住民としても地元地域で生活を

営み、地域の発展を願っている。

電子自治体の推進にあたり、単に

ネットワーク提供やシステム提供だ

けでなく、これからは地域の活性化、

地域の発展に貢献するという認識を

強くしてお客

様に接してい

きたい。この

ような思いを

「活きいき地域

コミュニティ

の実現」とい

うNTT東日本

が電子自治体

を推進するた

めのコンセプ

ト に こ め た

に基づき各自治体の役所、公民館や

学校などすべての公共機関のブロー

ドバンドネットワーク環境は急速に

整備されてきた。しかしながら、ネ

ットワークを活用したサービス提供

が予想に反して遅れている。確かに

先の図書館サービスの例はあるが、

従来型の貸出し業務の図書館が大半

であり、しかも電子申請などのサー

ビスまで広げている自治体はいまだ

に少ない。

「電子自治体」の実現効果は住民

サービスの向上と行政事務の効率化

であるが、ここでは前者を加速する

ことに的を絞り、NTT東日本が電

子自治体を展開するうえでの考えを

述べてみたい。

行政サービスや行政事務にネット

ワークを活用し、サービスの向上と

業務の効率化を実現することが「電

子自治体」のねらいである。身近な

行政サービスとして公共図書館があ

る。私の住む東京都M市では、蔵

書の検索、貸出し予約、予約本確保

の通知がすべてインターネットで行

えるようになり、頻繁に活用してい

る。あとは、予約本を自宅まで届け

てくれれば文句なしである。日光市

ではすでに郵便局と協力し予約本を

有料にて宅配を、横須賀市では駅前

のコンビニで 24時間受取り可能と

も聞く。

政府が掲げるe-Japan推進計画は

着実に進展し、なかでもブロードバ

ンドネットワークの普及は急速に進

んだ。インターネットを利用したシ

ョッピングやバンキングなど企業が

提供するサービスの普及は、サービ

ス向上と同時に企業経営の効率化を

進めた。一方で、「電子自治体」の

推進が、各自治体の政策公約として

掲げられ、その進展が見られる。政

府の「全国ブローバンドバンド構想」
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図1 NTT東日本が進める電子自治体コンセプト
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（図１参照）。地域の活性化にコミュ

ニティ活動の重要性が認識されてい

る。コミュニティとは、単に住民や

企業だけではなく、地方の自治会、

町内会、最近ではNPO、ボランテ

ィア団体など、地域の人々の集まり

であり、地域の問題や課題を考え、

解決や支援活動まで幅広く町づくり

活動に活躍している。これらのコミ

ュニティが電子自治体の利便性の恩

恵を受けることにより、地域の活性

化、地域の発展につなげてもらいた

いとの思いである。

地域の活性化に大いに貢献したサ

ービスがある。すでに 10を超える

地域で導入した「デマンド交通シス

テム」である。これは、規制緩和に

よる地方の路線バスの廃止という交

通事情悪化を補うシステムである。

CTI技術、GIS技術を組み合わせた

システムを、地元の自治体や商工会

などが協力して運用するサービスで

ある。電話やインターネットを介し

て予約すれば、定期運行するワンボ

ックスタクシーが自宅まで迎えに来

てくれるサービスである。

サービスはすべての関係者に喜ば

れ、三方一両得であった。住民、特

に高齢者には足の確保に喜ばれ、自

治体にはこれまで路線バスに出して

いた補助金がより効率的に使われた

と喜ばれ、また地元のタクシー会社

の固定収入確保に喜ばれた。最近で

は、これらに加え高齢者を中心に商

店街への買出しに頻繁に使われ商店

街の活性化に役立ち、さらに高齢者

の外出や運動が増え「健康増進」と

共に健康保健支払い減少など波及効

果が大きい。新たに提供するサービ

スは、IT技術を単に組み合わせた

ソリューションではなく、地方の活

性化、活きいきとした地域づくりに

貢献できるしくみを取り入れたい。

近年、町づくりを行政側だけでな

く「市民協働」で行う取り組みが各

地でなされている。このための基本

は政策、議会の情報公開が十分に行

えることである。情報公開の高まり

により議会議事録公開システム、議

会中継システムの引き合いが多い。

１年前に私の地元のM市の議会中継

システムを受注し、導入した。最近、

地元町内会の役員となり、駅前開発

の進捗、犯罪問題対策など地域の抱

える課題の議論に参加しているが、

システムを有効活用し役所、議会の

動きを即座に調べ、町内会での議論

や陳情に活かしている。地域のコミ

ュニティにとっても、ブロードバン

ドでますます臨場感のある情報収集

が可能となり、多くの活動で活躍す

るサービスとして広めてもらいたい。

電子自治体の中心的なアプリケー

ションとして電子申請の導入を進め

ている。役所によっては、今でも申

請様式をPDFファイルでダウンロ

ードさせ、住民が記入して、役所に

出向く、これでは住民サービスとし

てはなはだ不十分である。既存の個

人認証レベルで提供できる図書予

約、施設予約などのサービスも多く

あるし、公的個人認証の方法も準備

され、電子申請がもっと利用できる

環境は整った。

一方、地方自治体では2万種に及

ぶ申請・届出があるため、現在は住

民票写し請求の事前予約など高頻度

のものに限定され、利便性の点から

満足度が低いとの意見が多い。完璧

性を重視するあまり利用範囲を限定

するよりも、運用などで対処できる

ものから順次広げていきたい。操作

や申請内容で困った時には、コール

センタの整備や対面サポート用TV

会議などブロードバンドネットワー

クを活用した支援をあわせて提供す

るなど、ネットワークを活用した支

援サービスも必要であろう。

多くの社員が電子自治体のビジネ

スに従事するが、住民としての立場

も必ずある。ネットワークや ITの

知識が高いのは当然であるが、それ

らを活かし、いかに地域の活性化に

役立てるかという視点で活動をして

いきたいし、してもらいたいと考え

ている。
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